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はじめに-堺NeXt Driveについて
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本事例集の趣旨

本事例集は、これからDXに取り組む市内企業、市内企業を支援する立場の方に向けて、
実際に取り組んだ企業のリアルな事例や生の声を届けるために作成しました。

事例紹介では、市内企業がDXに取り組んだ背景や課題、取組の概要に加え、今後の挑
戦についても記載しております。

本事例集が皆様の“X”（トランスフォーメーション）に向けた挑戦へのきっかけ、参考となるこ
とを願っております。
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DXとは？「堺NeXt Drive」とは？

“堺NeXt Drive”は、堺市内で“X”（トランスフォーメーション）の視点からDXに挑戦する企業
を支援することを目的としてたプログラムです

デジタルを利用
しない改革

デジタイゼーション

デジタライゼーション

DX
*デジタルトランスフォーメーション

効率化・サービスを高度化
しうるが、範囲は限定的

アナログ情報のデータ
ベース移行が可能とな
るが、プロセスに変化は
ない

ITプラットフォームの導
入等により、プロセスの
改善が見込めるが、範
囲が個別業務の単位
に限定

組織内全体のプロセ
スのデジタル化である
とともに、顧客価値創
出を力点にビジネスモ
デルの変革をもたらす

◼ 人員配置・業務手

順の見直し、利用

する（アナログ）

サービスの変更

◼ ペーパーレス、データ

ベース化といった「情

報のデジタル化」

◼ 「個々の業務プロセ

ス」のデジタル化

◼ 個別のサービス・業

務の付加価値向上

◼ 「組織横断/全体の

業務・製造プロセ

ス」のデジタル化

◼ “顧客起点の価値

創出”のための事業

やビジネスモデルの

変革

業務改革などの改革の領域 変革の領域

＝既存の事業構造が土台であることや、デジタルにプロセスを着合わせることを前提とした改善 ＝デジタル社会を前提とした

組織や社会構造の創造的変革

“トランスフォーメーション”

を起点とした自社のDXプラン
策定を支援

※経済産業省「DX支援ガイダンス-デジタル化から始める中堅・中小企業等の伴走支援アプローチ」をもとに当法人作成5
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本プログラムのゴール

本プログラムでめざすゴールは、市内企業が3年後にDXによる新規事業や事業変革をめざす
ための “DXプラン”（事業構想や戦略、アクションプラン）の策定です

4. 成長の加速を自走

2. Proof of Business

1. Proof of Concept

新規事業の検証

◼ 事業性の検証

◼ 実行体制の構築

◼ 事業計画の策定と部
分的実行

新規事業の実装

◼ 新規事業として

社会実装

DXによる成長

◼ 自律的な成長

体制立上と構想策定

◼ デジタル時代における新規
事業へのマインドセット

◼ 顧客の課題と価値の検証

◼ 事業構想のコンセプト検証

◼ 将来の行動計画の策定

＜本プログラムの立ち位置＞

3. 事業計画の実装、
事業化
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プログラムの支援概要

プログラムに参加する市内企業にはDXゼミナールの受講ならびにDXプランの策定に向けたア
ドバイザーによる伴走支援、プロモーションの機会を獲得できることが特徴です

DX挑戦企業
（市内企業）

DXアドバイザー
（運営受託者）

オブザーバー

*堺DX推進ラボより参加

集合型ゼミナール

SNS等を活用した
相互コミュニケーション

DXに関する
情報提供

ワークショップへの
参加を通じた

アイデア提案等

議論・アウトプット

インプット・壁打ち

１

集合型ゼミナールの受講（リアル会場）

同じくDXに挑戦する企業やオブザーバーと
ともに、DXに向けたインプットとアウトプット
を実践するゼミナールを全6回実施

２

アドバイザーによる伴走（リアル＋リモート）

ゼミナール開催回の間で、アドバイザーより、

参加するDX挑戦企業ごとにDXプラン策定に
向けた個別面談を実施

３
随所における堺市DX支援策との連携
随時に必要な支援策の紹介や、堺DX推
進ラボとの連携調整を支援

４

成果報告会によるプロモーション

本事業の目標として、将来的に新規事

業としてめざすDXプランを策定し、プログラ
ムの取り組み成果を対外的に発表
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DXプラン策定のためのゼミナールテーマ

DXプランの策定にあたり、集合型ゼミナール・個別伴走支援で必要なテーマについて習得い
ただき、自社の事業へ活用いただきました

タイトル

デジタル時代における新規事業創出

原体験とビジョン策定

ビジネスモデル組成

DXに向けた現状分析・課題分析

アクションプラン組成

DXプラン策定

１

２

３

5

6

4

概要

• デジタル時代における「新規事業/事業変革」前提の違い
• デジタル時代における自社の経営理念の再定義

• 再定義された経営理念にもとづく自社の顧客の特定

• 顧客が抱える問題とその原因

• DXにおいて採用する収益モデルの検討
• DXプランの仮説検証

• 解決すべき顧客問題の真因

• 顧客課題の設定と解決策の検討、自社の競合優位性分析

• DXプランにおける成長ドライバーの特定、戦略・行動計画
• プレゼンテーションによる対内外への説明

• DXプランに求められるパラメータの設計
• DXプランの実行に向けた事業と組織のアプローチ
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支援対象企業
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支援対象企業

令和7年度のプログラムでは5社の市内企業が参加しました

No 社名 会社概要 取り組みテーマ

1 株式会社アキボウ
スポーツ自転車及びそのアクセサリーの国内販売事業

自転車・オートバイ・自動車パーツの輸出販売事業
＜“SHIFTA”によるスポーツバイクライフDX＞

2 株式会社4B
ウイスキー用熟成木製スティック

「TARUBAR（タルバー）」の企画・販売事業
＜ウイスキーの追熟体験共有プラットフォーム＞

3 株式会社河辺商会 プラスチック製品の製造及び加工、販売事業 ＜“CHOPLATE”の体験共有プラットフォーム＞

4 ナカバヤシ株式会社
文具事務用品の製造販売事業

印刷・製本事業、BPO事業 等
＜“工数可視化が可能な日報ツール”によるDX＞

5 和田精工株式会社
エンジニアプラスチック射出成形

ベアリング製造・販売事業
＜“課題解決ファクトリー”で顧客と協力会社とつくるDX＞
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本事例集の使い方
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堺NeXt Driveの流れ

堺NeXt Driveに参加した各企業において、プログラム開始以降の目標を設定し、DXプラン
の策定まで取り組んでいただきました

DXアドバイザーとの面談により現状整理を実施

➢プログラムの申し込み、“X”を起点とするDXへの取組に挑戦した経緯

➢プログラムを通じて実現したいと考える自社のありたい姿、新規事業や事業変革の案作成

プログラムを通じたDXプランの策定

➢DXプランの策定に向け、前提となる基本事項を集合型ゼミナールで知識習得

➢DXアドバイザー・オブザーバーとのワークショップによりアイデア発散

➢DXアドバイザーの個別伴走支援による、DXプランへの検討事項の反映

プログラム終了時点における将来計画の確認

➢策定したDXプランをもとに、プログラム終了以降の行動計画や今後の継続課題を棚卸

➢今後取り組む優先課題や、連携等のニーズを整理することで継続的な活動につなげる

【支援計画】

プログラム開始時の

現状把握、目標設定

プログラムの進行

【実践計画】

プログラム終了時の将来の

行動計画、今後の課題
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（参考）各社の検討内容

DXプラン策定の過程で集合型ゼミナール・アドバイザーによる伴走を実施し、以下の内容を
検討しました

各社の検討内容

１

２

３

5

6

4

概要

• デジタル時代における「新規事業/事業変革」前提の違い
• デジタル時代における自社の経営理念の再定義

• 再定義された経営理念にもとづく自社の顧客

• 顧客が抱える問題とその原因

• DXにおいて採用する収益モデルの検討
• DXプランの仮説検証

• 解決すべき顧客問題の真因

• 顧客課題の設定と解決策の検討、自社の競合優位性分析

• DXプランにおける成長ドライバーの特定、戦略・行動計画
• プレゼンテーションによる対内外への説明

• DXプランに求められるパラメータの設計
• DXプランの実行に向けた事業と組織のアプローチ

デジタル時代における経営理念

顧客・顧客問題

顧客問題の真因分析と課題設定

DXプランの策定

ビジネスモデル設計

アクションプランの組成

13
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会社概要・チーム体制 本事業を通じてめざすDXプラン

＜記載例ー会社概要・DXプランの概要＞

組織図・チーム体制図

DXアドバイザー
金融機関、堺市産業振興

センター*

支援
対象

企業

支援者

取組テーマ：“課題解決ファクトリー”で顧客と協力会社とつくるDX

*堺市産業振興センターはゼミナール時のオブザーバーとして参加

◼ 和田精工株式会社

◼ 代表取締役社長 和田一宏

◼ 創業 1934年

◼ 設立 1954年3月16日

◼ 資本金 1,000万円

◼ 売上高 1,187百万円

◼ 従業員数 80名（令和8年3月現在）

◼ URLhttps://wtw.co.jp

＜取組概要＞

製造業はDXによる人手不足に対応する自動化、無人化への移行に喫緊の
課題がある。

自社開発を通じて培った自動化技術と技術人材を活かし、社内工程の自

動化促進や、金属混入を検査する機器の開発を進めている。当社が“課題

解決ファクトリー”となり、顧客や協力会社への自動化ソリューションの提供を

通じて得るフィードバックデータを製品開発に応用することで、顧客のさらなる

課題解決をめざす。

※添付する写真やビジュアルの著作権は所有者に帰属します

社長
（DX実務執行総括責任者）

プロジェクト

チーム

部門

記載例

プログラム参加企業の概要

（凡例）チェックポイント

支援対象企業のチーム体制と、

本プログラム内の支援体制

支援対象企業のDXプランの背景
とめざす姿の全体像

15
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支援事例

＜記載例ー本プログラムでの取り組み事例＞

支援計画

顧客問題・課題の
特定

DXプランの組成

＜プログラム参加の背景＞

過去、DX認定制度への登録にあたり、自社でDX戦略の策定を実施している。一方で、具体的な戦略実行は経過の段階であり、戦略ならびに具体的な施策整理のためプ
ログラムへ参加した。

＜本プログラム内の目標＞

DX戦略の詳細化、具体的なアクションの整理

デジタル時代における
経営理念

実践計画

顧客・顧客問題

顧客問題の真因分
析と課題設定

DXプランの策定

ビジネスモデル設計

アクションプランの

組成

• 社内の自動化技術の開発をさらに推進し、自社工場の自動化の拡大

• 自動化の拡大に伴うオペレーターの教育

• 顧客向け自動化製品の販売拡大（展示会への出展等）

社内の工程で「プチ自動化」を内製し、社内の作業者負担の削減、働きやすい環境構築を続けてきた。顧客や協力会社も労働者不足でリ

ソースが不足していく中で、自社が中心となり「課題解決ファクトリー」になる企業像を明確化し、デジタルトランスフォーメーションへ取り組んでいく

ことを決意。

AIやカメラを活用した自動化に関する内製技術を開発する中で、本当に顧客が求めている機能はよりシンプルで、かつ、安価に入手可能であ
るが、現実には求める状態で導入することができていないことを問題として認識。また、同様の問題は、自社の業務を一部引き受ける協力会

社にも存在しており、自社がハブになることで「顧客」「協力会社」「自社」の全体のリソース確保へ貢献できる可能性を把握。

顧客・協力会社、自社を含めてリソース不足が起因して事業上の機会損失が生じており、それぞれのリソース不足の解決につながる検査機な

どの自動化技術の開発、自動化から得られるデータをさらにサービスの改善や自動化の開発に繋ぐことができる、自動化の“供給網”の構築が

構想における重要課題にあたると設定

顧客・協力会社、自社をつなぐ課題解決ファクトリーを実現するための事業上の要素を設定。

顧客向けの検査機の開発・販売、社内での自動化技術の開発は先行して開始していることから、検証開始している要素と、未検討の状態と

なっている要素を棚卸し、それぞれの詳細な検討課題を確認。

検査機の販売、アプリケーションの提供から生ずる対価の検討、ならびに将来的な協力会社への自動化技術の提供に向けた準備事項を整

理。社内の自動化技術の検証を進めつつ、合格基準に達することを条件に、協力会社への提供も検討。

このほか、本プランの成就に向け、社内人材の育成・体制を検討課題とした。

他事業で活用した市場調査の結果ももとに、取り組む対象の市場規模を明確化した。

目下、社内での無人稼働の検証を試行しつつ、対顧客の自動化製品の販売・改良を進めていくことで決定。今後、顧客向けに販売した製

品を参考に自動化技術のデータを収集し、自社内の工場や協力会社への水平展開をめざす。

現状の事業の整理、ならびにゴール設定

プログラム終了以降の実践計画 ＜今後の課題・ニーズ＞

• 自動化製品の販路拡大・改良の検証

• 自動化技術の水平展開に向けた、社外からのフィードバックの入手

記載例

（凡例）チェックポイント

プログラム参加の動機、きっかけ

DXプラン策定に至るまでの検討ストーリー
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採択企業からのメッセージ

＜記載例ー参加企業から読者へのメッセージ＞

︡ בֿ ḭ
ṡDX Ḯ ṇ צּ
Ṣךּ לּ ךּ ︡ Ḯ

ḭצּ︣ פּ DX
ḭשּ

º ︡ ︣שּ
º כֿלּךּ ︣Ḯ

︡ ḭ ךּאל פּ כֿ
ṇ קּ ṇ ︡ Ḯ

אל ḭ שּ︡ ḭ￼רּ︣נּ ￼
אל פּ שּ Ḯךּאל

DX טּצּ ︣Ḯ

￼ḭ ︡ Ḯלּ

記載例

（凡例）チェックポイント

プログラム参加を通じた気づき事項
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支援対象企業の支援事例

（A）株式会社アキボウ
（B）株式会社河辺商会
（C）ナカバヤシ株式会社
（D）株式会社4B
（E）和田精工株式会社
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支援対象企業の支援事例

（A）株式会社アキボウ
（B）株式会社河辺商会
（C）ナカバヤシ株式会社
（D）株式会社4B
（E）和田精工株式会社

19
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会社概要・チーム体制 本事業を通じてめざすDXプラン

＜支援事例（A）株式会社アキボウ（1/3）＞
自社の顧客ターゲットを再定義し、オンラインプラットフォーム拡張による体験構築をめざす

組織図・チーム体制図

オンラインセールスG

マーケティング 営業

トーマツ
堺市産業振興

センター*

支援
対象

企業

支援者

取組テーマ：SHIFTAによるスポーツバイクライフDX

*堺市産業振興センターはゼミナール時のオブザーバーとして参加

◼ 社名 ：株式会社アキボウ

◼ 代表者名 ：西木一彦

◼ 設立 ：昭和19年4月19日

◼ 本社所在地：大阪府堺市北区中百舌鳥町5-758

◼ 従業員 ：47人（令和8年3月現在）

◼ URL ：https://www.akibo.co.jp/

◼ 事業内容 ：商社/スポーツ自転車及び
そのアクセサリーの国内販売

自転車・オートバイ・自動車パーツの輸出

＜取組概要＞

自転車業界は、商品の検討から購入後のユーザーとの接点が不足しており、

体験価値向上や安全性を確保する仕組み等に課題がある。当社が強みと

して持つスポーツバイク商材や販売チャネルと、サイクルライフプラットフォーム

"SHIFTA“※を活用し、ユーザー・販売店・当社との継続的なコミュニティ、相談
窓口、情報発信機能を提供するプラットフォームへと進化させ、スポーツバイク

をもっと楽しめる環境を実現したい。

※添付する写真やビジュアルの著作権は所有者に帰属します

商品開発

（https://shifta.jp/）

※オンラインプラットフォーム
“SHIFTA”
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支援事例

＜支援事例（A）株式会社アキボウ（2/3）＞
自社の顧客ターゲットを再定義し、オンラインプラットフォーム拡張による体験構築をめざす

支援計画

顧客問題・課題の
特定

DXプランの組成

＜プログラム参加の背景＞

スポーツバイク販売のECサイトの立ち上げ・運用は開始してたものの、DXの実現にはまだ課題がありプログラムへ参加。従来のビジネスモデルからの変革に、パートナーである自
転車販売店との連携が不可欠であり、パートナーとの連携も含めた変革を検討する必要があった。

＜本プログラム内の目標＞

自社ECサイトの「SHIFTA」を、スポーツバイクユーザーと販売店、ならびに自社をつなぐプラットフォームへ拡張する方向性を検討する。このために、自社の競合優位性、主要顧
客像を再整理し、スポーツバイク購買前後の顧客課題に照らしたソリューションの検証を進めた。

デジタル時代における
経営理念

実践計画

顧客・顧客問題

顧客問題の真因分
析と課題設定

DXプランの策定

ビジネスモデル設計

アクションプランの

組成

• 3か年のアクションプランのうち、翌年度の施策群の実行
• ユーザー・販売店向けのニーズ検証（アンケート）

同社の顧客には「自転車ユーザー」「自転車販売店」が存在し、ユーザーをメインに置きつつ販売店との共創にも重点を置くことをチーム内での共

通認識として確認。SHIFTAをアップデートすることにより、商品購入や利用の付加価値を向上する、そのために顧客・販売店・自社の接点を強
化することに自社課題を認識。

ユーザーの購買から商品の利用、購入後の活動を読み解く「顧客活動チェーン」をもとに購買行動においてユーザーが抱える問題を分析。とくに

購入前、購入後の自転車の利用に関する情報格差（自分の体形に適したスポーツバイクの選択方法、メンテナンス方法、カスタマイズパーツの

問い合わせ等）から、自転車の購入・利用に対する“安心感の構築”に課題仮説を設定した。

顧客のペルソナ像の解像度を高めるとともに、課題仮説に対するオンラインプラットフォーム機能の打ち手を複数案抽出。大きく、顧客接点の構

築、顧客接点構築後の継続的な接点に焦点を当てる。また、自社の競合優位性として、“多岐にわたるスポーツバイクのブランド展開”“販売店

との全国販売ネットワーク”“自社ECプラットフォームであるSHIFTA”を認識し、これを活かした課題解決案の検討を進めた。

DXプランの策定において、SHIFTAへの接点づくりを施策の最優先に置くこととし施策検討をブラッシュアップ。
“保証書の電子化”を軸にSHIFTA登録のためのインセンティブ企画を考案し、顧客接点のデジタル化を図りつつ、並行して販売店との協力強化
等を通じた新規のユーザー流入施策を検討した。

施策の継続検討に加え、収益モデルのパターンを検討開始。スポーツバイクなどの商品販売に加え、オンラインプラットフォームの提供機能の性

質に合わせた収益モデルを段階的に設定した。また、新規機能の構想として、“相談窓口”“コミュニティ”の機能を着想し、実現可能性の調査
を開始している。

プログラム終了後、3か年程度のアクションプラン・目標売上を設定。
短期的な施策については関係部署との調整を開始（保証書の電子化）。このほか、追加する機能の継続検討にあたり、ユーザー・販売店向

けのニーズ検証をアンケートで実施するなどアクションプランを策定している。

現状の事業の整理、ならびにゴール設定

プログラム終了以降の実践計画 ＜今後の課題・ニーズ＞

• 販売店向けのインセンティブプログラム、有料サービス企画の検討

• 「相談窓口・コミュニティ機能」の要件定義、パートナーの探索
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採択企業からのメッセージ

＜支援事例（A）株式会社アキボウ（3/3）＞
自社の顧客ターゲットを再定義し、オンラインプラットフォーム拡張による体験構築をめざす

DXへの取り組みは、思ったより時間や手間
がかかるかもしれません。それでもキッカケが

あれば、ぜひ挑戦してみてください。必ずしも

大規模な投資から始めることでもないと思

います。まずは小さな一歩を踏み出すことが、
DXへの確かな第一歩になるはずです

本プログラムを通じて、DXの本質理解から

自社課題の可視化、具体的な行動指針

の整理までを一貫して行うことができました。

また特に、他社との交流や専門家の伴走に

より、中小企業でも段階的にDXに取り組み、

成果を出せるという実感と自信を得られた

点が大きな成果でした。
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支援対象企業の支援事例

（A）株式会社アキボウ
（B）株式会社河辺商会
（C）ナカバヤシ株式会社
（D）株式会社4B
（E）和田精工株式会社
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会社概要・チーム体制 本事業を通じてめざすDXプラン

＜支援事例（B）株式会社河辺商会（1/3）＞
顧客と継続的に繋がるプラットフォームの構築をめざす

組織図・チーム体制図

DXアドバイザー
堺商工会議所*

日本政策金融公庫*

支援
対象

企業

支援者

取組テーマ：CHOPLATE”の体験共有プラットフォーム

*堺商工会議所・日本政策金融公庫はゼミナール時のオブザーバーとして参加

◼ 社名 ：株式会社河辺商会

◼ 代表者名 ：福田康一

◼ 設立 ：昭和30年8月

◼ 本社所在地：大阪府堺市西区平岡町85ー1

◼ 従業員 ：42人（令和8年3月現在）

◼ URL ：http://www.kawabe-co.com/

◼ 事業内容 ：プラスチック製品の製造及び販売

＜取組概要＞

主婦・共働き・子育て世代やミニマリストの方々は、「家事を減らしたい」「モノ

を減らしたい」とニーズがある。

まな板としても使えるお皿CHOPLATEは22万枚の売上実績があり、この

ニーズを満たす体験価値を提供している。この体験を顧客同士が共有できる

コミュニティを構築し、当社と顧客が継続的に繋がるプラットフォームをめざす。

※添付する写真やビジュアルの著作権は所有者に帰属します

社長
（DX実務執行総括責任者）

部門

24

http://www.kawabe-co.com/
http://www.kawabe-co.com/
http://www.kawabe-co.com/


© 2026. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

支援事例

＜支援事例（B）株式会社河辺商会（2/3）＞
顧客と継続的に繋がるプラットフォームの構築をめざす

支援計画

顧客問題・課題の
特定

DXプランの組成

＜プログラム参加の背景＞

河辺商会は創業から70年以上、家電や車載分野向けに、高い品質が求められるプラスチック部品を作り続けており、そのものづくりの過程で家庭向けに「まな板になるお皿
CHOPLATE」を自社にて商品開発、累計22万枚販売してきた。現状、顧客への販売までにとどまっており、デジタル化に課題があったため、プログラムへ参加。
＜本プログラム内の目標＞

顧客との接点を継続的にもてるプラットフォームを構築するための計画・アクションプランを策定。

デジタル時代における
経営理念

実践計画

顧客・顧客問題

顧客問題の真因分
析と課題設定

DXプランの策定

ビジネスモデル設計

アクションプランの

組成

• 2か年のアクションプランのうち、翌年度の施策群の実行
（社内ルールの策定や従業員の巻き込み）

同社は長年、製造業として「良いモノを、安く、安定して作る」事に注力してきたが、「人の生活を本当に良くしているのか？」を改めて問うことが

重要であるとの共通認識を確認。顧客が感じる「迷い・手間・不安」を減らし、顧客が「本当に欲しいもの」を提供する方針とした。

CHOPLATEはすでに累計22万枚の販売実績があるため、どのような顧客がCHOPLATEを購入し、使用しているかについて、簡易的に情報収集
を実施。情報収集の中で、大きな不満ではないが、ストレスを感じる瞬間があり、そのストレスを軽減してくれるのが「CHOPLATE」であることを認
識した。

顧客に価値を提供するためには、顧客の声（どのような問題に直面しているか、なぜCHOPLATEを購入したのか、どのようにCHOPLATEを使用し
ているか等）をタイムリーに収集・分析する必要があり、現状、顧客と直接つながることができていないため、顧客の声をデータ化できていないと

いう課題を設定した。

DXプランの策定において、顧客との接点をどのようにつくり、データ化していくかについて検討を実施した。
SNS等を活用して、顧客接点のデジタル化を図りつつ、並行してPOPやオープンファクトリー等を通じた対面での顧客接点づくりを検討した。

施策の継続検討に加え、収益モデルの検討を開始した。

また、同社が将来プラットフォームを構築した場合、プラットフォームにご参加いただくパートナーの検討やプラットフォームにおける収益モデルの検討

（CHOPLATEなどの商品販売以外も含む）を実施した。

プログラム終了後、2か年計画のアクションプランを設定。1年目は、DX化を進めるにあたっての社内ルールの策定や従業員の巻き込みを開始し、
2年目は継続的に実行できる組織にするアクションプランを策定している。

現状の事業の整理、ならびにゴール設定

プログラム終了以降の実践計画 ＜今後の課題・ニーズ＞

• DX推進に向けた社内メンバーの巻き込み
• DX推進に向けたパートナーの探索
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採択企業からのメッセージ

＜支援事例（B）株式会社河辺商会（3/3）＞
顧客と継続的に繋がるプラットフォームの構築をめざす

自分達だけで考えるには難しい題材

でしたが、サポートしてもらえる事で

取り組みがしやすかったです。

社内を巻き込んでの参加になれば

更に良かったと思いました。

自社の課題や製造業としての今後

の方向性を見極める上でも有意義
な時間になると思います。
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支援対象企業の支援事例

（A）株式会社アキボウ
（B）株式会社河辺商会
（C）ナカバヤシ株式会社
（D）株式会社4B
（E）和田精工株式会社
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会社概要・チーム体制

＜支援事例（C）ナカバヤシ株式会社（1/3）＞
新たな日報ツールを作りだし、工数可視化を通じた業務効率化をめざす

◼ 社名 ：ナカバヤシ株式会社

◼ 代表者名 ：中林 一良

◼ 設立 ：1951年6月30日

◼ 本社所在地 ：大阪市中央区北浜東1-20
  （大阪本社）

◼ 従業員数 ：約2,113名（連結）

◼ グループ会社数 ：16社

◼ 主要事業

✓ ビジネスプロセスソリューション事業

✓ コンシューマーコミュニケーション事業

✓ エネルギー事業

✓ その他事業

組織図・チーム体制図

DX推進部

システム開発 Pt.Mirai

トーマツ

青木・西岡

近畿経済産業局*
中村氏

支援
対象

企業

支援者

*近畿経済産業局_中村氏はゼミナール時のオブザーバーとして参加

取組テーマ：“工数可視化が可能な日報ツール”によるDX

＜取組概要＞

製造業をはじめ、管理部門の効率化が進んでおらず、収益力の強化に課題を

抱える企業が多い。管理部門の効率化が進まない原因は、プロジェクト毎の工

数やコストを可視化（数値化）するための仕組みがないためである。

各担当者が抱える業務の詳細な工数を把握することが出来るシステムを構築す

ることで、工数削減に向けた改善策の検討等を促進し、企業の収益力強化の

支援をめざす。

本事業を通じてめざすDXプラン
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支援計画ならびに支援事例

＜支援事例（C）ナカバヤシ株式会社（2/3）＞
新たな日報ツールを作りだし、工数可視化を通じた業務効率化をめざす

支援計画

顧客問題・課題の
特定

DXプランの組成

＜プログラム参加の背景＞

社内業務の見える化が十分に進んでいないという課題があり、DX・デジタルを活用して課題を解決する必要があったため。

＜本プログラム内の目標＞

“日報ツール”による工数可視化に向けた、ビジネスプランの組成。

デジタル時代における
経営理念

実践計画

顧客・顧客問題

顧客問題の真因分
析と課題設定

DXプランの策定

ビジネスモデル設計

アクションプランの

組成

• ツールを初期的に社内へ導入し、ブラッシュアップを図る

• 初期顧客と成り得る企業へのヒアリングを実施

各自が抱える業務の工数・発生元が不明瞭なため、それぞれの階層で課題を抱えている。

⚫ 経営層：業務量を把握できない

⚫ 管理部門：自らの判断だけで改善することができない（発生元からの業務を請負うことが中心のため）

⚫ 発生元部門：自分事として考えられない（管理部門の経費を一律で徴収されるため）

業務効率化に向けた協議などが行われないのは、各業務の工数が可視化されていないからであるという課題を設定。

工数・発生元を可視化することで業務効率化に向けた議論が行われるキッカケ作りになると検討を進めた。

DXプランの策定において、“工数を可視化する日報ツール”を通じた事業変革を進める方針とした。

可視化すべき事項の洗い出しや、活用できる体制の検討、より顧客・ユーザーが使い易いツールとするための機能性に関する検討を実施。

外販までのStepを整理し、初期的に社内で利用する従業員へのヒアリング等を実施し、機能性の向上を図っている。

初期的には社内でツールを活用し、業務効率化を図り、利益率の向上に対する寄与をめざす。

社外への販売と当社のBPO事業との連携を強化することで、更なる収益力の強化をめざす。

社外への販売や同社のBPO事業との連携を見据え、Stepを4段階に分けて設定した。

初期的には社内でツールを活用し、社内の可視化を進めるとともに、社外への販売に向けたツールのブラッシュアップを実施する。

現状の事業の整理、ならびにゴール設定

プログラム終了以降の実践計画 ＜今後の課題・ニーズ＞

• 社外に販売する際の初期顧客の特定

• BPO事業との連携方法の検討

当社の経営理念である「規律と協調」をデジタル技術を用いて実現する。
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採択企業からのメッセージ

＜支援事例（C）ナカバヤシ株式会社（3/3）＞
新たな日報ツールを作りだし、工数可視化を通じた業務効率化をめざす

これまで感覚的に捉えていた課題について、

言語化・構造化することの重要性を学びまし

た。

メンターやオブザーバー、他の参加企業との対

話を通じて、自社の構想をより深めることが

できました。

同じように変革に挑戦する参加者との交流

が、大きな刺激となり、推進力にもつながり

ました。

本プログラムをきっかけに、堺でDXに挑戦す

る企業がさらに増えていけば嬉しく思います。
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支援対象企業の支援事例

（A）株式会社アキボウ
（B）株式会社河辺商会
（C）ナカバヤシ株式会社
（D）株式会社4B
（E）和田精工株式会社
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会社概要・チーム体制 本事業を通じてめざすDXプラン

＜支援事例（D）株式会社４Ｂ（1/3）＞
顧客と蒸留所が参画するウイスキーの追熟体験共有プラットフォーム構築をめざす

組織図・チーム体制図

代表者

DXアドバイザー 大阪信用金庫*

支援
対象

企業

支援者

取組テーマ：ウイスキーの追熟体験共有プラットフォーム

*大阪信用金庫はゼミナール時のオブザーバーとして参加

◼ 社名 ：株式会社４B

◼ 代表者名 ：山本 崇一朗

◼ 設立 ：令和7年3月

◼ 本社所在地：堺市北区長曽根町130番地42

◼ 従業員 ：1人（令和8年3月現在）

◼ URL ：https://taru-bar.com/

◼ 事業内容 ：ウイスキー塾生用木製スティク
 「TARUBAR（タルバー）」の
 企画・販売事業

＜取組概要＞

”Tarubar”によってウイスキーの追熟ができることをもっと知ってもらい、ウイスキー
の追熟文化を広めたい。

この思いを実現するため、顧客とウイスキー蒸留所が参画するウイスキーの追

熟体験共有プラットフォームを立ち上げ、顧客同士の追熟体験レビューの共

有や、投稿したレビュー内容に基づくAIによるウイスキー×Tarubarの商品提案、
蒸留所とのコミュニケーションの場の提供等を通じてウイスキーの追熟文化の拡

大をめざす。

※添付する写真やビジュアルの著作権は所有者に帰属します
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支援事例

＜支援事例（D）株式会社４Ｂ（2/3）＞
顧客と蒸留所が参画するウイスキーの追熟体験共有プラットフォーム構築をめざす

支援計画

顧客問題・課題の
特定

DXプランの組成

＜プログラム参加の背景＞

TARUBARは家庭で熟成できる世界初の体験を提供するものであるが、その「体験データ」を収集・可視化できるプラットフォームがなく、顧客間の「体験の共有」を生み出せ

ていなかった。

＜本プログラム内の目標＞

DXを活用して「体験データ」を収集・可視化し、誰もが共創できる“熟成文化プラットフォーム”を社会に提供するためのプラン策定を目標とした。

デジタル時代における
経営理念

実践計画

顧客・顧客問題

顧客問題の真因分
析と課題設定

DXプランの策定

ビジネスモデル設計

アクションプランの

組成

• 3か年のアクションプランのうち、翌年度の施策群の実行
• ユーザーのニーズ検証（アンケート）

DXを活用してウイスキーの追熟体験を「体験データ」として収集・可視化し、誰もが共創できる“熟成文化プラットフォーム”を社会に提供する。そ

して、 「アナログ体験 × デジタル拡張」によって、お酒文化に新しいルールを生み出すことを経営理念とした。

顧客ペルソナを設定し、その顧客が抱いている問題の整理を行った。その結果、顧客問題を「家庭で熟成できることを知らず、美味しいウイス

キー体験に出会えていない」と設定した。

顧客問題解決のため、追熟習慣の拡大（ウイスキーを購入したら当然のように追熟を行うという追熟の”習慣化”）そしてTARUBARを認知して
もらう必要があると考えた。そのためには、顧客に追熟体験の共有ができる場を提供するDXプラン構築を今後の課題とした。

顧客と蒸留所が参画するウイスキーの追熟体験共有プラットフォーム構築することを決定。下記機能の実装をめざすこととした。

①TARUBAR及びウイスキー販売の場の提供②顧客が追熟体験レビューを投稿しやすいように会話形式で意見を聞き、それをAIがレビューとして
まとめる機能③レビュー内容をもとにAIが嗜好学習を行い、レビュー投稿者の嗜好に合うウイスキー×TARUBARを提案する機能等

現在は顧客へのTARUBAR販売による売上が主な収益である。プラットフォーム構築後はこの収益を拡大させるとともに、①蒸留所の出店手

数料②ウイスキーの販売手数料を新たな収益源とするビジネスモデル構築の検討を行った。また、DX関連以外では、実店舗運営や海外での

TARUBAR生産による生産コスト削減を進める計画の検討を行った。

下記のとおり3か年のアクションプランを策定。3年で年商1兆5,000億円をめざす！
1年目：コミュニティ基盤構築・AI活用設計、2年目：AI投稿機能実装・DB構築・レコメンド開始・実店舗1号店展開、3年目：蒸留所参入
開始・海外生産に向けた取り組み着手・海外販路調査開始。

現状の事業の整理、ならびにゴール設定

プログラム終了以降の実践計画 ＜今後の課題・ニーズ＞

• 蒸留所参入に向けた関係性の構築

• CFOやCMOなど代表者の右腕となる人材の発掘・確保
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採択企業の皆様（チームの皆様）

の写真をいただく

（一例）

メンバーの写真（可能であれば）やわいわいワークショップを実施している
写真など

採択企業からのメッセージ

＜支援事例（D）株式会社４Ｂ（3/3）＞
顧客と蒸留所が参画するウイスキーの追熟体験共有プラットフォーム構築をめざす

未来のDX挑戦企業の参考になるようなプログラムに参加し

て気づいた気づき、プラスになったこと

① DXの本質を知り事業の成長を加速できた。

② 素晴らしい採択者の皆様と支援してくれる方々で視野

が広がった

③ 10年先の未来をみることができるプログラムであった

これからDXに挑戦する企業へのポイントやメッセージを一言

参加費や受講料が一切かからず、人としても事業もDXで成
長を加速できるプログラムなので絶対に参加すべき！！
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支援対象企業の支援事例

（A）株式会社アキボウ
（B）株式会社河辺商会
（C）ナカバヤシ株式会社
（D）株式会社4B
（E）和田精工株式会社
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会社概要・チーム体制 本事業を通じてめざすDXプラン

＜支援事例（E）和田精工株式会社（1/3）＞
業界の“キャパ不足”を解消する課題解決ファクトリーの構築をめざす

組織図・チーム体制図

DXアドバイザー
金融機関、堺市産業振興

センター*

支援
対象

企業

支援者

取組テーマ：“課題解決ファクトリー”で顧客と協力会社とつくるDX

*堺市産業振興センターはゼミナール時のオブザーバーとして参加

◼ 和田精工株式会社

◼ 代表取締役社長 和田一宏

◼ 創業 1934年

◼ 設立 1954年3月16日

◼ 資本金 1,000万円

◼ 従業員数 80名（令和8年3月現在）

◼ URLhttps://wtw.co.jp

＜取組概要＞

製造業はDXによる人手不足に対応する自動化、無人化への移行に喫緊の
課題がある。

自社開発を通じて培った自動化技術と技術人材を活かし、社内工程の自

動化促進や、金属混入を検査する機器の開発を進めている。当社が“課題

解決ファクトリー”となり、顧客や協力会社への自動化ソリューションの提供を

通じて得るフィードバックデータを製品開発に応用することで、顧客のさらなる

課題解決をめざす。

※添付する写真やビジュアルの著作権は所有者に帰属します

社長
（DX実務執行総括責任者）

プロジェク

トチーム

部門
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支援事例

＜支援事例（E）和田精工株式会社（2/3）＞
業界の“キャパ不足”を解消する課題解決ファクトリーの構築をめざす

支援計画

顧客問題・課題の
特定

DXプランの組成

＜プログラム参加の背景＞

過去、DX認定制度への登録にあたり、自社でDX戦略の策定を実施している。一方で、具体的な戦略実行は経過の段階であり、戦略ならびに具体的な施策整理のためプ
ログラムへ参加した。

＜本プログラム内の目標＞

DX戦略の詳細化、具体的なアクションの整理

デジタル時代における
経営理念

実践計画

顧客・顧客問題

顧客問題の真因分
析と課題設定

DXプランの策定

ビジネスモデル設計

アクションプランの

組成

• 社内の自動化技術の開発をさらに推進し、自社工場の自動化の拡大

• 自動化の拡大に伴うオペレーターの教育

• 顧客向け自動化製品の販売拡大（展示会への出展等）

社内の工程で「プチ自動化」を内製し、社内の作業者負担の削減、働きやすい環境構築を続けてきた。顧客や協力会社も労働者不足でリ

ソースが不足していく中で、自社が中心となり「課題解決ファクトリー」になる企業像を明確化し、デジタルトランスフォーメーションへ取り組んでいく

ことを決意。

AIやカメラを活用した自動化に関する内製技術を開発する中で、本当に顧客が求めている機能はよりシンプルで、かつ、安価に入手可能であ
るかどうかであることを問題として認識。また、同様の問題は、自社の業務を一部引き受ける協力会社にも存在しており、自社がハブになること

で「顧客」「協力会社」「自社」の全体のリソース確保へ貢献できる可能性を把握。

顧客・協力会社、自社を含めてリソース不足が起因して事業上の機会損失が生じており、それぞれのリソース課題の解決につながる検査機な

どの自動化技術の開発、自動化から得られるデータをさらにサービスの改善や自動化の開発に繋ぐことができる、自動化の“供給網”の構築が

構想における重要課題にあたると設定

顧客・協力会社、自社をつなぐ課題解決ファクトリーを実現するための事業上の要素を設定。

顧客向けの検査機の開発・販売、社内での自動化技術の開発は先行して開始していることから、検証開始している要素と、未検討の状態と

なっている要素を棚卸し、それぞれの詳細な検討課題を確認。

検査機の販売、アプリケーションの提供から生ずる対価の検討、ならびに将来的な協力会社への自動化技術の提供に向けた準備事項を整

理。社内の自動化技術の検証を進めつつ、合格基準に達することを条件に、協力会社への提供も検討。

このほか、本プランの成就に向け、社内人材の育成・体制を検討課題とした。

他事業で活用した市場調査の結果ももとに、取り組む対象の市場規模を明確化した。

目下、社内での無人稼働の検証を試行しつつ、対顧客の自動化製品の販売・改良を進めていくことで決定。今後、顧客向けに販売した製

品を参考に自動化技術のデータを収集し、自社内の工場や協力会社への水平展開をめざす。

現状の事業の整理、ならびにゴール設定

プログラム終了以降の実践計画 ＜今後の課題・ニーズ＞

• 自動化製品の販路拡大・改良の検証

• 自動化技術の水平展開に向けた、社外からのフィードバックの入手
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採択企業からのメッセージ

＜支援事例（E）和田精工株式会社（3/3）＞
業界の“キャパ不足”を解消する課題解決ファクトリーの構築をめざす

︡ בֿ ḭ
ṡDX Ḯ ṇ צּ
Ṣךּ לּ ךּ ︡ Ḯ

ḭצּ︣ פּ DX
ḭשּ

º ︡ ︣שּ
º כֿלּךּ ︣Ḯ

︡ ḭ ךּאל פּ כֿ
ṇ קּ ṇ ︡ Ḯ

אל ḭ שּ︡ ḭ￼רּ︣נּ ￼
אל פּ שּ Ḯךּאל

DX טּצּ ︣Ḯ

￼ḭ ︡ Ḯלּ
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堺 NeXt Drive（堺市DX新規事業創出業務）

新規事業・ビジネス変革事例報告書第１版

2026年4月

堺市 産業振興局 産業戦略部 地域産業創造課

〒590-0078 堺市堺区南瓦町3番1号

TEL 072-228-7455

e-mail：chisan@city.sakai.lg.jp
URL：https://www.city.sakai.lg.jp/
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